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【論文要旨】
Uniˆed accounting standards from the Ministry of Internal AŠairs and Communications in 2015
has been published. Under the uniˆed accounting standards, the objective of ˆnancial reporting is
explained as accountability and ˆnancial e‹ciency. However, under uniˆed accounting standards,
the objective of ˆnancial reporting may be unclear. The purpose of this research is to clarify the ob-
jective of ˆnancial reporting of local governments.
In this research, we compare the pioneering research result, GASB concept statement No. 1 and
the recently announced IPSASB conceptual framework, with uniˆed accounting standards.
As a result, it turned out that the purpose of fulˆlling accountability was common.
However, in local governments in Japan, there is a background of serious ˆnancial condition and
renewal of ˆxed assets.
For this reason, the objective of the ˆnancial reporting of the local public governments in Japan
clariˆed that it is important to ˆnancial e‹ciency.
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．はじめに
地方公共団体において作成する財務書類の作成方法・開示については，総務省から2015年 1 月
に公表された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（以下，統一的な基準）によって，作
成基準が統一化され，すべての地方公共団体が統一的な基準に基づき財務書類を作成することが要
請されている。その準備期間は，原則として 3 年間とされ，2017年 3 月決算期にかかる財務報告
までに統一的な基準に基づく財務書類を作成するものとしている。その後，総務省は地方公会計の
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1 総務省（2016），1 頁。
2 東（2016），石田（2015），大塚（2017），川村（2010），藤井（2003）など
活用のあり方に関する研究会を設置し，2016年10月に報告書として取りまとめている。同報告書
では，統一的な基準による地方公会計の整備が進むことにより，財務状況の団体間比較やストック
情報が「見える化」され，公共施設マネジメントが推進されるなど，地方公会計は「作って見せる」
公会計から「活用する」公会計へとステージが変わり，地方公共団体の限られた財源を「賢く使う」
ことに資する取り組みが促進されることが期待されていると述べている1。さらに2018年 3 月には
地方公会計の活用の促
・
進
・
に関する研究会報告書が取りまとめられ，公表がされている状況である。
それぞれの報告書において共通して取り上げられているのは，地方公会計への取組みについて先進
的な地方公共団体の事例が数多く紹介されていること，統一的な基準によって作成された財務書類
から算出される各種財務指標による分析方法等である。
統一的な基準によれば，地方公会計の整備の意義は，住民や議会，外部に対する財務情報の分か
りやすい開示による「説明責任の履行」と財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として，資産
・債務管理や予算編成，政策評価等に有効に活用することによる「財政の効率化・適正化」である
とされている。「説明責任の履行」は，後述する海外等における公会計の議論の状況からは財務報
告の目的に挙げられる点では共通している。一方，「財政の効率化・適正化」という目的について
は，統一的な基準においてその定義が明確に規定されているわけではなく，わが国の統一的な基準
において特有の目的であるように考えられる。そこで，「財政の効率化・適正化」が特有の目的と
して取り上げられている意義および特有の目的として導出された背景について検討をおこないた
い。本稿では，地方公会計の財務報告の基礎概念について，先駆的な研究成果であるアメリカ政府
会計基準審議会（Governmental Accounting Standards Board以下，GASB）より公表された概
念書 1 号を参照して検討を行う。さらに，近年我が国の企業会計でも公表された「討議資料 財
務会計の概念フレームワーク」のように，会計の基礎にある前提や概念を体系化するという動きが
国際的な公会計分野においても同様に進展しているため，国際公会計基準審議会（International
Public Sector Accounting Standards Board以下IPSASB）により2014年に公表されている公的部
門の主体による一般目的財務報告の概念フレームワーク（以下，IPSASB の概念 FW）も参照する。
先行研究として，GASB 概念書 1 号も IPSASB の概念フレームワークについても，その概念的基
礎について検討した研究は数多い2。本稿では，わが国の地方公共団体の財務報告の目的は，どの
ような方向性であるべきかについて，「財務報告の目的」のみに焦点を当てつつ，地方公共団体を
取り巻く環境変化を考慮した上で考察を加えたい。なお，わが国においても日本公認会計士協会に
よる主導のもと，公会計の基礎的概念について検討がなされているが，論点整理に留まるところも
あり，意見の一致を見ていない部分も多くあると考えられるため，比較対象とはせず，内容の検討
にとどめる。以下においては，まず財務報告の目的について，統一的な基準，GASB 概念書第 1
号及び IPSASB の概念 FW を概観する。
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3 総務省（2015），5 項。
4 総務省（2014a）25項。
5 水道事業，交通事業，電気事業，ガス事業，国民健康保険事業などに関する会計を指す。
．各種基準における財務報告の目的
. 統一的な基準
統一的な基準は，具体的には「統一的な基準による地方公会計マニュアル」として公表され，以
下のように項目ごとに構成されている。
財務書類作成にあたっての基礎知識
財務書類作成要領
資産評価及び固定資産台帳整備の手引き
連結財務書類作成の手引き
財務書類等活用の手引き
Q&A 集
いずれの項目もマニュアルという性質上，実際に財務書類を作成するための具体的な会計処理方
法や作成様式が定められており，財務報告の目的に言及している部分は少ない。
ただし，「財務書類作成要領」には，統一的な基準による財務書類の特徴を言及する中で以下の
記述がある。
「各地方公共団体が，統一的な基準による財務書類を作成・開示することにより，全般的な財務
状況をより多面的かつ合理的に明らかにすることを通じて，住民や議会等に対するより一層の説明
責任を果たすとともに，資産債務改革や予算編成を含む行財政改革に積極的に活用され，限られた
財源を「賢く使うこと」につながることが期待されます3。」
住民や議会等に対する説明責任の遂行と，資産債務改革と予算編成を含む行財政改革への活用と
いう 2 点が言及されている。
. 今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書
統一的な基準をマニュアルとして公表するに先立ち，今後の新地方公会計の推進に関する研究会
が立ち上げられ，報告書としてまとめられている。当該報告書には，基準の在り方も含め，議論が
なされているものであるため，財務報告の目的についても議論がなされている。
同報告書では，財務書類の報告主体は，都道府県，市町村（特別区を含む）並びに地方自治法第
284条第 1 項の一部事務組合及び広域連合として，これをまとめて「地方公共団体」としている4。
上記，地方公共団体に含まれる各団体は報告主体となり得るが，各団体は一般会計及び地方公営事
業会計5 以外の特別会計からなる一般会計等を基礎として財務書類を作成した上で，一般事業会計
―  ―
6 一部事務組合や広域連合などを指す。
7 総務省（2014a）26項。
8 同上文献，27項。
9 同上文献，28項。
10 同上文献，29項。
11 GASB（1987），para1
等に地方公営事業会計を加えた全体財務書類，全体財務書類に地方公共団体の関連団体6 を加えた
連結財務書類を作成し報告することになる7。
また，同報告書は，上記財務書類の情報利用者として，◯住民，◯地方債等への投資者，◯その
他外部の利害関係者（取引先，国，格付け機関等）及び◯地方公共団体の内部者（首長，議会，補
助機関等）等を挙げている8。
さらに，この情報利用者の情報ニーズとして挙げられているのは，住民であれば将来世代と現世
代との負担の分担の適切性，行政サービスの効率的な提供が行われているか，選挙における政治的
意思決定の情報に関心を持つと考えられ，投資者であれば，財政に持続性があるかいった観点から
地方債に投資を行うべきか否かといった経済的意思決定に関心を持つであろうとしている。地方公
共団体の内部者であれば，特に予算編成過程における具体的な政策決定の資料としての活用といっ
た意思決定に必要な情報に関心を持つと考えられるとしている9。
特徴的なことは，財務書類の情報利用者として，地方公共団体が関係を有するであろう，ほぼす
べての関係者が挙げられていることであり，非常に広範囲を対象としているといえる。その中でも
第一順位に挙げられているのは住民となっている。情報利用者の範囲は広範囲となっているが，そ
れぞれの情報利用者の情報ニーズは，いずれも政治的意思決定，経済的意思決定，政策決定におけ
る意思決定といったように，意思決定にあると明記されている。
したがって，地方公共団体において財務書類を作成し報告する目的は，経済的または政治的意思
決定を行う上記の情報利用者に対し，意思決定に有用な情報をわかりやすく開示することによる説
明責任の履行と，資産・債務管理や予算編成，行政評価等に有効に活用することで，マネジメント
を強化し，財政の効率化・適正化を図ることにあるとしている10。
. GASB 概念書第号
次に，アメリカ政府会計基準審議会（Governmental Accounting Standards Board以下，
GASB）より公表された概念書 1 号「財務報告の基本目的」を参照したい。
財務報告はそれ自体が目的ではなく，多くの目的にとって有用な情報を提供することを意図した
ものであり，公的説明責任の履行という義務を政府が全うすることに役立つ。また，財務報告は情
報を収集する権限，能力，資源が制約されている利用者にとって重要な情報源となり，こうした利
用者のニーズを満たすことに役立つ。こうしたことから，財務報告の基本目的は，利用者のニーズ
と利用者が行う意思決定を考慮したものでなくてはならないとしている11。
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【図表】 財務報告書の利用者によって用いられる情報
出典GASB（1987），para5，ˆgure 1
12 GASB（1987），para5
13 一般目的財務諸表（general purpose ˆnancial statements）を指す。ポピュラーレポートは要約された情報を
通じて財務報告のニーズがよりよく満たされるような利用者に対する報告書を指す。また，包括的財務報告
書は，より詳細なものであり，広範な情報を必要とする利用者を対象とする報告である。GASB（1987），
para6
14 予算，申請書，補助金交付機関への報告書などを指し，特別目的財務報告ともいう。それらは，財務諸表，
その他の財務情報，非財務情報も含むことがある。GASB（1987），para7
15 GASB（1987），para8
16 Ibid., para30
図表 1 は，説明責任を査定し，意思決定を行うために利用される情報を提供する際の財務報告
の役割と，州及び地方政府によってなされるすべての財務報告によってなされる財務諸表の役割を
示している12。
着目すべき点は，財務報告全体を一般目的財務報告13とその他の財務報告14に分類した上で，そ
の他の情報を含めた，すべての情報から説明責任の評価や意思決定が行われるとしている点であ
る。すなわち，説明責任の評価や意思決定に用いられるすべての情報といった概念が，非常に広範
な範囲で捉えられており，財務報告の基本目的は一般目的財務諸表を通じて達成できるものではな
いと考えられている15。その上で，本概念書で提示される財務報告の基本目的は，一般目的外部財
務報告に関連するものとしている。
次に一般目的外部財務報告の情報利用者について検討する。まず，州および地方政府の外部財務
報告書の主たる利用者として，(a)政府が第一義的な説明を負っているグループ（市民），(b)市民
を直接的に代表するグループ（立法機関及び監督機関），(c)融資を行い，または融資のプロセスに
関与するグループ（投資者及び与信者）の 3 つのグループに分けている16。
その上で，財務報告の基本目的として以下のように整理している。
「財務報告は，以下のような役立ちをつうじて，公的説明責任の履行という義務を政府が全うす
るのを支援し，またその説明責任の履行状況を利用者が査定するのを可能にするものでなくてはな
らない。
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17 GASB（1987），para77
18 Ibid., para78
19 Ibid., para79
20 Ibid., para60
a. 財務報告は，当該年度の歳入が当該年度のサービスを賄うのに十分であったかどうかを明らか
にする情報を提供するものでなくてはならない。
b. 財務報告は，法的手続きに従って採択された当該政府機関の予算に準拠して資源が調達され利
用されているかどうかを明らかにするものでなくてはならない。
c. 財務報告は，政府機関におけるサービス提供の努力，コストおよび成果を，利用者が査定する
のに役立つ情報を提供するものでなくてはならない17。」
「財務報告は，政府機関における当該年度の活動成果を利用者が評価するのを支援するものでな
くてはならない。
a. 財務報告は，財務的資源の調達源泉と使途に関する情報を提供するものでなくてはならない。
b. 財務報告は，当該政府機関が自らの活動に必要な資源をどのように調達し，またその資金需要
をどのように賄ったかについての情報を提供するものでなくてはならない
c. 財務報告は，当該年度の活動の成果，当該政府機関の財政状態が改善されたのか，悪化したの
かを明らかにするのに必要な情報を提供するものでなくてはならない18。」
「財務報告は，政府機関における提供可能なサービスの水準および支払期限の到来した債務の支
払能力を，利用者が査定するのを支援するものでなくてはならない。
a. 財務報告は，政府機関の財政状態と財政状況に関する情報を提供するものでなくてはならない。
b. 財務報告は，耐用年数が当該年度を超える政府帰属の物的資源およびその他の非財務的資源に
関する情報を，これらの諸資源の用益可能性を査定するのに利用可能な情報とともに提供するも
のでなくてはならない。
c. 財務報告は，資源に対する法律上または契約上の制約および資源の潜在的損失のリスクを開示
するものでなくてはならない19。」
ここで特徴的であると考えられることは，公的説明責任の履行状況の査定について詳細に言及さ
れている点である。Para77, a. に述べられているように，当該年度の歳入が当該年度のサービスを
賄うのに十分であったかどうかという点は，当該年度の歳出が将来年度の負担になっていないかど
うかという情報を査定することにつながる。この点は，期間衡平性という用語で述べられている。
すなわち，現世代の市民が当該年度のサービスにかかわる支払負担を，将来年度の納税者に転嫁す
ることはあってはならないということにあり，具体的には年度ごとの予算均衡という考え方を表現
するために期間衡平性とよばれている20。ここでいう説明責任とは，単に自己の行為を説明する義
務だけではなく，期間衡平性という概念によって地方政府の行政運営まで規律するものとして捉え
られている。期間衡平性という概念は，「説明責任の重要な一部を構成すると同時に，行政運営の
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21 GASB（1987），para61
22 IPSASB（2014），para.1
23 Ibid., para.2.1
24 Ibid., para.2.2
25 Ibid., para.2.4
26 Ibid., para.2.9
基礎をなす21」という点で特徴的である。
. IPSASB の概念 FW
国際公会計基準審議会（International Public Sector Accounting Standards Board以下 IPSASB）
は，2014年に公的部門の主体による一般目的財務報告の概念フレームワーク（以下，IPSASB の
概念 FW）を公表している。IPSASB の概念フレームワークは，公的部門の主体の一般目的財務報
告書の作成及び表示に適用される国際公会計基準（International Public Sector Accounting Stan-
dards以下 IPSAS）を開発するにあたり適用されるべき概念を定めている22。
IPSASB の概念 FW は，財務報告の目的として，「公的部門の主体による財務報告の目的は，説
明責任目的及び意思決定目的にむけて一般目的財務報告書の利用者に有用となる主体に関する情報
を提供することである23」とし，「財務報告の目的は一般財務報告書の利用者及びその情報ニーズ
を参照して決定される24」と定めている。
したがって，財務報告の目的とは，説明責任目的及び意思決定目的に合致した有用な情報とは何
かという点が重要となる。そして，有用な情報とは，財務報告書の利用者が要求する情報ニーズを
参照して決定されることになるため，まず，財務報告書の利用者とは誰を想定するのか，想定され
た情報利用者が要求する情報とは何かを特定することが必要になる。
この点，財務報告書の利用者として，定められているのが，「サービス受領者及び資源提供者」
である。その理由は，説明責任及び意思決定目的から導き出されている。すなわち，政府及び公的
部門の主体は，市民等のサービス受領者に対するサービス提供に資する資源を，納税者等の資源提
供者から調達する。したがって，公的部門の主体に資源を提供するもの及び必要なサービスを提供
するためにそうした資源を使用することについて，当該主体に依拠するものに対し，資源の管理及
び使用に関する説明責任を負う。
また，資源を提供する者及びサービスを受領する者は意思決定に向けたインプットとしての情報
を要求するとされている25。例えば，貸手，債権者，自主的に資源を提供する寄贈者等は，政府や
他の公的部門の主体の活動を支えるための資源を提供すべきか意思決定を行う26。また，納税者は
通常，自発的又は交換取引の結果として，資金を政府又は他の公的部門の主体に提供することはな
く，また，公的部門の主体が適用するサービスを受け入れるかどうかを選択できる裁量権を多くの
場合有していない。しかしながら，納税者たるサービス受領者及び資源提供者は，選挙選好につい
て決定することができ，選挙で選ばれる高官や他の代表者機関に代表に送ることができる。これら
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27 IPSASB（2014），2.9
28 Ibid., para.2.4
29 Ibid., para.2.11
30 Ibid., para.2
の決定は，一定の公的部門の主体の資源配分に影響を及ぼす27。納税者たるサービス受領者及び資
源提供者の政治的意思決定目的まで踏み込んでいる点が特徴的である。
財務報告書の利用者として，「サービス受領者及び資源提供者」という抽象的な概念を用いてい
るのは，概念フレームワークの策定という性質上，包括的な概念を用いているためと考えられる。
上記のように，市民はサービス受領者であり資源提供者でもあるが，市民の代表者としての機関で
ある議会及び国会も同じく財務報告書の利用者とみなされる28。
想定される情報利用者は「サービス受領者及び資源提供者」であるが，彼らが要求する情報とは
何であろうか。以下の 4 点が挙げられている29。
◯ 報告期間の主体の業績
◯ 主体の流動性及び支払能力
◯ 長期にわたる主体のサービスの提供及び他の運営の持続可能性
◯ 実施する活動及び提供するサービスの性質又は構成内容に影響を及ぼす可能性の高い環境変
化に適応できる主体の能力
着目したいのは◯報告期間の主体の業績である。多くの公的部門の主体の目的は，利益を生み出
し投資家への拠出に対するリターンを創出することではなく，市民にサービスを提供することであ
る。よって，このような主体の業績は，財政状態，財務業績，キャッシュ・フローの検討では，部
分的にしか評価することはできず，財務報告書は説明責任目的及び意思決定目的に向けた以下の情
報を利用者に提供するものとしている30。
主体がサービスを市民に効率的かつ効果的な方法で提供しているかどうか
将来の支出に向けて現在入手可能な資源，及びその利用に課せられる制限又は条件がどの範囲
で存在するか
現在のサービスに関し支払いを行う将来の納税者の負担の範囲がどのように変わってきている
か
サービスを提供する主体の能力が，前年と比較して改善しているか，あるいは，悪化している
か
以上のように，説明責任目的，意思決定目的で要求される情報ニーズの幅は，財務報告書によっ
て表現される情報を超えたもの（部分的にしか評価できない）となっており，非常に広いものとな
っている。また，「現在のサービスに関し支払いを行う将来の納税者の負担の範囲」という文言に
現れるように，世代間負担の衡平性といった概念も包含しているようにも考えられ，この点からも
財務報告の目的の範囲は非常に広いものとなっている。IPSASB も，この説明責任の概念は広範
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31 IPSASB（2014），BC2.16
32 Ibid., BC2.16
33 Ibid., BC2.19
34 日本公認会計士協会（2003a），2 項。
に及ぶことを認めており，財務報告は，主体に委託された資源の管理についての情報，主体の活動
の持続可能性，及び長期にわたるサービス提供の継続を利用者が評価する際に有用な情報を包含す
るとしている31。このような説明責任に関する広範な考え方について，IPSASB は市民等は強制的
に政府及び他の公的部門の主体に資源を提供し，長期にわたり必要とされるサービスを提供するた
めに公的部門の主体に依拠することから適切であるとの見解を示している32。したがって，IP-
SASB は説明責任目的及び意思決定目的の利用者の情報ニーズに応えるために，利用者が財務報告
書に照らし合わせてより効果的に理解，整理できる情報を包含できるようにすべきであるという見
解にあり，そのような広範な目的を達成できる情報は，財務情報だけでなく，予算や将来のサービ
ス提供活動，目的，資源ニーズについての非財務情報を表示する別個の報告書も利用して伝えられ
るものとしている33。
. 日本公認会計士協会における検討状況
わが国においても，日本公認会計士協会による主導のもと，公会計の基礎的概念について検討さ
れている。ひとつは，2003年 2 月に公会計委員会の研究報告第 7 号として公表されている「公会
計原則（試案）」であり，他方は2003年 3 月に公会計フレームワーク検討プロジェクトチームから
公表された討議資料「公会計概念フレームワーク」である。
「公会計原則（試案）」において，公的部門の財務報告の目的は以下のとおりであるとされている。
 財務報告利用者による公的部門の説明責任の遂行状況の評価に資すること。
 財務報告利用者の合理的な意思決定に役立つこと。
公的部門の報告主体は，主として納税者から負託されている経済資源の管理・運用を適切に行っ
たことについて明瞭に説明すべき説明責任を負っている。さらに私的部門の存立基盤が利益獲得に
あるのに比べて，公的部門の存立基盤は主として公共の福祉の増大に資するための公共サービスの
提供にある。そのために，公的部門の財務報告の目的は，私的部門とは異なり，公的部門のサービ
ス提供能力の評価（実体資本の充実・維持の状況及び公的部門の財政基盤の安定性または健全性の
状況）ならびに公的部門によるサービス提供の努力と成果（経済性，効率性及び有効性）などの業
績評価に資するというところに重点が置かれている34。
財務報告の目的は，説明責任の遂行と合理的な意思決定に資することであるとしているが，その
中でも公的部門の「業績の評価」を重視している点が特徴であるといえる。
次に公会計フレームワークプロジェクトチームから公表された公会計フレームワークであるが，
厳密には，前文である「公会計概念フレームワークの検討結果について」，議論において論点とな
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35 詳細は桜内（2004）において，詳細にまとめられている。
36 日本公認会計士協会（2003b）para3.3.1.1
37 同上文献，para3.3.1.2
38 統一的な基準が公表される前に適用されていた基準モデル及び総務省方式改訂モデルを提案した報告書であ
る。
った事項をまとめた「公会計概念フレームワークに関する論点表」および議論の対象とされた「公
会計フレームワーク」の 3 点から公表されている。「公会計概念フレームワーク」自体は，桜内氏
が研究し作成されていた私案35をもとにして，議論が行われ公表されており，論点表として取りま
とめられた全15項目すべてについてプロジェクトメンバーの「意見の一致をみていない」趣旨の
記述がみられる。当然，公会計の目的についても，論点のひとつに挙げられている。同概念フレー
ムワークにおいて特徴的であるのは，パブリック・ガバナンスという概念を用いている点であると
考えられる。ここでパブリック・ガバナンスとは，国家の統治システムにおいて，納税を通じて経
済資源の運用を委託する委託者，すなわち，現在及び将来の納税者としての国民が，現役世代のみ
からなる国政担当者を自らの受託者として財政運営を委託すると同時に，受託者には委託者たる国
民の利益に反しないように意思決定すべき受託者としての義務と責任が発生するという構造とメカ
ニズムをいう。したがって公会計は，国政担当者の財政運営上の責任明確化を通じて，外部からの
監視とともに，内部マネジメントにおける自己規律の向上を促す機能を有しており，これにより，
パブリック・ガバナンスの確立をも目指すものであるとされている36。そして，公的説明責任と
は，国家のガバナンス構造の下，政府がいわば信託法上の受託者責任を負うことを前提として，そ
の受託者責任の遂行状況及びその結果，すなわち，税資金の運用に関する意思決定や政策形成，公
共サービス提供の努力と成果等について，国民に対して報告し，説明すべき会計上の責任をいうと
している37。
財務報告の情報利用者として，第一順位に国民を置き，公的説明責任の遂行を果たすということ
が財務報告の目的であるという点については，他の基準と同様であるが，財務報告の目的そのもの
が国家の統治機構の一部であるべきという点は，公会計の財務報告の目的を非常に広範囲にとらえ
ているといえる。
ここまで地方公共団体の財務報告の目的について，統一的な基準，GASB 概念書第 1 号，IP-
SASB の概念 FW 及び日本公認会計士協会における検討状況を概観してきた。日本公認会計士協
会によって検討された上記公会計の概念フレームワーク（以下，JICPA 公会計概念 FW）は，そ
の後，総務省から2006年に公表された新地方公会計制度研究会報告書38において，その考え方が反
映されている。
．比較検討・考察
わが国の地方公共団体に適用される統一的な基準，GASB 概念書第 1 号，及び IPSASB による
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【図表】 財務報告における情報利用者
出典筆者作成
概念 FW を概観し，それぞれにおける財務報告の目的について検討をおこなった。ここでは，そ
れぞれの財務報告の目的について，比較検討を行い異同点を見極めた上で，なぜそのような違いが
生じるのかについて考察を加えてみたい。
統一的な基準においては，地方公共団体において財務書類を作成する目的は，経済的または政治
的意思決定を行う情報利用者に対し，意思決定に有用な情報をわかりやすく開示することによる説
明責任の履行と，資産・債務管理や予算編成，行政評価等に有効に活用することで，マネジメント
を強化し，財政の効率化・適正化を図ることにあるとしている。一方，GASB 概念書第 1 号で
は，財務報告の目的は，説明責任の遂行を最高の基本目的として，さらに政府機関における当該活
動成果を評価できること，提供可能なサービスの水準や債務支払能力を評価できることであるとし
ている。また，IPSASB の概念 FW では，財務報告の目的は，説明責任目的及び意思決定目的に
むけて一般目的財務報告書の利用者に有用となる主体に関する情報を提供することであるとしてい
る。
共通点としては，説明責任の遂行がいずれにおいても挙げられていることである。また，財務報
告の情報利用者として想定されている対象が非常に広範にわたっている。
図表 2 のように，統一的な基準では情報利用者として◯住民，◯地方債等への投資者，◯その
他外部の利害関係者（取引先，国，格付け機関等）及び◯地方公共団体の内部者（首長，議会，補
助機関等）を挙げ，GASB 概念書第 1 号においては，(a)政府が第一義的な説明を負っているグ
ループ（市民），(b)市民を直接的に代表するグループ（立法機関及び監督機関），(c)融資を行い，
または融資のプロセスに関与するグループ（投資者及び与信者），また，IPSASB の概念 FW では
サービス受領者及び資源提供者を挙げている。IPSASB の概念 FW におけるサービス受領者及び
資源提供者は前述のように，市民が包含される。なお，JICPA 公会計概念 FW における情報利用
者の第一順位は国民である。したがって上記の比較では財務報告における情報利用者の第一順位は
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39 藤井（2003），7 頁。
40 川村（2010），19頁。
住民（もしくは国民や市民）であるという点で共通する。この点，藤井［2003］は，GASB 概念
書第 1 号において第一義的な情報利用者とされた市民に対する資源提供は，納税という非自発的
（強制的）な行為であり，納税は本来的な意味での意思決定の対象とはなり得ず公会計規制に意思
決定有用性アプローチを適用しようとすると，市民がどのような意思決定を想定するのかが問題と
なる。このため，GASB 概念書第 1 号が想定しているのは，第 1 に政府の説明責任の査定であ
り，第 2 に政府の説明責任の査定を踏まえてなされる市民の経済的，政治的意思決定であると説
明する39。
GASB 概念書第 1 号は，財務報告の目的は意思決定に有用な情報を提供することというアプ
ローチを採用するため，その根拠として説明責任という概念を用いて説明がされているとみられる
のに対し，IPSASB の概念 FW では，説明責任の遂行は，それ自体情報利用者の意思決定に役立
つ情報を提供するものであるとしている。統一的な基準は，「利用者に対し，意思決定に有用な情
報をわかりやすく開示することにより説明責任の履行する」という立場に立っているため，IP-
SASB の概念 FW に近い考え方といえる。
また，川村［2010］では，説明責任の源泉に着目をして説明がなされている。そもそも説明責
任の源泉は一般に財の委託・受託の関係にある。財を受託者に対して委託した場合には，受託者が
委託者に対して説明責任を負う。通常の独立第三者間の交換取引では，取引後，一方は他方に対し
て譲渡した財の使途について関与し得ず，説明責任は生じないが，委託・受託の関係にあっては委
託者が受託者に対して継続的関与を有する。したがって，説明責任の源泉は当事者間の継続的関与
に求められ，このような継続的関与の存在が説明責任の基礎になっていると説明する。公的主体の
場合，納税者から継続的に税収を受取る権利を有しており，納税者に対して説明責任の履行を含め
た公的サービスを提供する義務を負担しているのである40。
いずれの基準においても，財務報告の目的として説明責任の履行が共通して挙げられているの
は，地方公共団体のような公的主体の組織目的（あるいは活動の特性）に根源があるものと考えら
れる。納税という行為は，非交換取引であり，非自発的ないし強制的に公的主体に委託が行われ
る。一般に委託・受託の関係は，株式会社における株主と会社の関係のように，委託者・受託者の
当事者間の合意のもとで行われる（強制的ではない）ことが通常であると考えられる。したがって，
地方公共団体をはじめとする公的主体の説明責任は，通常の委託・受託の関係よりも重い責任を負
っているとみることもできる。このように考えると，地方公共団体の財務報告の目的で，重要な点
は説明責任の遂行であると捉えられる。GASB 概念書第 1 号では，説明責任の重要な一部を構成
するものとして，期間衡平性という概念を用いている。現世代の市民が当該年度のサービスにかか
わる支払負担を，将来年度の納税者に転嫁することがあってはならないという考え方を，世代間衡
平性と表現し，1 世代が約30年と考えられる点からは世代間衡平性は，財務報告の範囲を超える意
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41 財務省（2018），6 頁。
42 地方公会計の整備と財政健全化法との関連性については，小西［2014］にて詳細に検討されている。
味合いがあるとして，年度ごとの予算均衡という考え方を表現するために期間衡平性という用語を
用いている。その意味では，公的主体の自己の行為を説明する義務である説明責任の内容には，よ
り重い説明責任が課されているといえる。
以上のように，情報作成者である地方公共団体と情報利用者である住民等との関係性において，
情報利用者の情報ニーズとして説明責任が存在することは，海外等の議論の状況とも共通する点で
ある。
次にそれぞれの財務報告の目的における相違点を検討する。統一的な基準，GASB 概念書第 1
号及び IPSASB の概念 FW のいずれにおいても，重視されているのは，「説明責任の遂行」と「意
思決定に有用な情報を提供する」という点である。統一的な基準では，財務報告の目的は，「意思
決定に有用な情報をわかりやすく開示することによる説明責任の履行」と，「資産・債務管理や予
算編成，行政評価等に有効に活用することで，マネジメントを強化し，財政の効率化・適正化を図
る」ことである。つまり，後段が GASB 概念書第 1 号及び IPSASB の概念 FW と異なり，特に強
調されていることがわかる。では，後段に言う資産・債務管理や財政の効率化・適正化を図ること
が強調されているのはなぜであろうか。この点，わが国における地方公共団体の運営環境とそれに
伴う公会計の整備の進展状況にその理由があると考える。
周知のように，国・地方を含めた普通国債残高，借入金や地方債務残高の合計額は平成30年度
末には1,107兆円を超えるものとされ41，わが国の深刻な財政状況は地方公共団体の行財政改革の
取組み（地方公会計の整備も含まれる）を含めて解決しなければならない課題となっている。以上
のような状況のもと，地方公会計の整備に関連する法律として，「簡素で効率的な政府を実現する
ための行政改革の推進に関する法律」（2006年 6 月 2 日法律第47号，以下行政改革推進法）が成
立した。行政改革推進法第62条においては，地方公共団体の資産及び債務の実態を把握し，並び
にこれらの管理に係る体制の状況を確認するとともに，資産及び債務に係る改革を推進するため
に，企業会計の慣行を参考とした財務書類の整備が求められることになった。また，2007年には
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（2007年 6 月22日法律第94号，以下財政健全化法）
が成立している。財政健全化法は，地方公共団体に健全化判断比率（実質赤字比率，連結実質赤字
比率，実質公債費比率，将来負担比率）を議会に報告の上，公表を求めるものであり，一定の基準
に満たない場合には，財政健全化計画もしくは財政再生計画を定めることが要求され，公表するこ
とが求められる。健全化判断比率自体は，統一的な基準に基づく財務書類ではなく，歳入・歳出を
もとに収支をまとめた普通会計決算の情報等から算出するものであるため，直接的な関係性はない
が，地方公共団体の地方公会計の整備を含めた改革の必要性を表す法律であるといえる42。
―  ―
43 内閣官房（2013）『インフラ長寿命化基本計画』，1 頁。
以上のような国・地方公共団体の深刻な財政状況とこれに対応するための法的規制のなかで，地
方公会計の整備は総務省による主導のもと，進められてきた経緯がある。具体的には，2000年に
自治省（現在の総務省）より，「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査報告書」が公表さ
れ，貸借対照表や行政コスト計算書の作成の試行が行われている。その後，2006年には上述の行
政改革推進法にいう資産・債務改革に対応する形で「新地方公会計制度研究会報告書」が公表され，
企業会計の慣行を参考とした財務書類の整備が進められてきた。同報告書においては，開始貸借対
照表を固定資産台帳等に基づき作成し，ストック・フロー情報を網羅的に把握した上で，個々の取
引情報を発生主義により複式記帳した財務書類を作成することを前提とする基準モデルと，既存の
決算統計情報を活用して簡便的に財務書類を作成する総務省方式改訂モデルが提示されている。な
お，総務省方式改訂モデルは各地方公共団体のこれまでの取組や作成事務の負担を考慮して認めら
れたものであるが，当モデルを採用した場合であっても，上述の資産・債務改革の趣旨に鑑み，売
却可能資産から優先して固定資産台帳の整備を進めていくことが推奨されている。
その後，2013年には内閣官房に設置されたインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会
議より，「インフラ長寿命化基本計画」が公表された。その冒頭には以下にように記載がされてい
る。「我が国では，昭和39年に開催された東京オリンピックと同時期に整備された首都高速 1 号線
など，高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に高齢化する。例えば，今後20
年で，建設後50年以上経過する道路橋の割合は現在の約16から約65となるなど，高齢化の割
合は加速度的に増加する。これらのインフラの中には，建設年度や構造形式等の施設諸元や，劣化
や損傷等の老朽化の進展状況など，維持管理に必要な情報が不明な施設も多く存在している。（中
略）国民の安全・安心を確保し，中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算
の平準化を図るとともに，維持管理・更新に係る産業の競争力を確保するための方向性を示すもの
として，国や地方公共団体，その他民間企業等が管理するインフラを対象に，インフラ長寿命化基
本計画を策定し，国や地方公共団体等が一丸となってインフラの戦略的な維持管理・更新等を推進
する43。」
これを受け，2014年には各地方公共団体を管轄する総務省から公共施設等の総合的かつ計画的
な管理の推進を各地方公共団体に要請する通知がなされた（総財務74号総務大臣通知，以下公
共施設等総合管理計画）。公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の中では，地方公会計
について以下のように述べられている。
「総務省においては，（中略），固定資産台帳を含む財務書類等の作成マニュアル（筆者加筆統
一的な基準を指す）を作成した上で，各地方公共団体に対し，新たな基準に基づく財務書類等の作
成を要請することとしているので，この動向に留意されたいこと。（中略）公共施設等の総合的か
つ計画的な管理に関する基本的な方針等を充実・精緻化することに活用することが考えられること
―  ―
44 総務省（2014b），6 頁。
45 小西（2018）では，統一的な基準による財務書類の作成目的のひとつとして，信頼度の高い固定資産台帳の
整備にあると考えるべきと述べている。その理由としては，信頼すべき固定資産台帳があるということ自体
が情報開示の充実という点で欠くことができないという基本的な点に加えて，公共施設等の総合管理の必要
性が大きな政策課題として浮上していることがあるとしている。
46 東（2016）では，IPSASB の概念 FW と統一基準の比較において，地方公共団体の内部において，財政の
効率化・適正化を図るため，財務書類を活用することを重視していると指摘している。
から，将来的には，固定資産台帳等を利用していくことが望ましいものであること44。」
2015年には，「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が公表され，すべての地方公共団体
が，この統一的な基準に基づき財務書類を作成することが要請された。前述に述べた，基準モデル
と総務省方式改訂モデルを統一し，財務書類の比較可能性を確保するという趣旨もあるが，インフ
ラ長寿命化基本計画及び公共施設等総合管理計画の強力な後押しを受け，全地方公共団体に固定資
産台帳の整備を要請する統一的な基準による財務書類の作成が実現したものとみることもできる45。
まとめると，地方公会計の整備は，従来から問題となっていた国・地方公共団体の深刻な財政状
況と，近年大きくクローズアップされてきた固定資産の更新問題という地方公共団体を取り巻く環
境変化によって推進されてきたとみることもできる。その意味で，わが国の地方公共団体の財務報
告の目的の中で，「資産・債務管理や財政の効率化・適正化を図る」と強調されていると考えられ
る46。財政の効率化・適正化を図ることを実行する主体は，地方公共団体そのものである。財務書
類の情報利用者として，統一的な基準においてのみ，地方公共団体の内部者が独立して明記してい
るのも，上記の理由からであると考えられる。
以上の比較からは，情報作成者である地方公共団体と情報利用者である住民等との関係性におい
て，情報利用者の情報ニーズとして説明責任が存在することは，前述における海外等の状況，また
は委託・受託の関係からは共通する目的である。一方，財政の効率化・適正化を図るという目的に
ついては，情報利用者の情報ニーズを満たすためというよりも，むしろ情報作成者側の行動指針を
示しているように見受けられる。住民等が委託した資源（もしくは強制的に徴収された税金）につ
いて，無駄なく効率的かつ適正に利用されたものであるという情報を情報利用者側である住民等が
要求することも考えられるが，前述のように地方公共団体を取り巻く環境変化等を考慮すると，情
報作成者側において財政の効率化・適正化をおこなうという点に焦点があたっているといえる。こ
のように，財政の効率化・適正化という目的は，情報利用者の情報ニーズに応じるというよりも，
地方公共団体における内部管理目的に重きが置かれているように考えられ，この点が統一的な基準
における特徴的な点であるといえる。
今後の課題としては，以下のように考えられる。統一的な基準の導入により固定資産台帳の整備
が行われ会計上の取得原価や耐用年数といった情報が追加されることによって，固定資産管理に資
する情報が得られるとともに，徴収不能引当金や退職手当引当金等が新たに認識され，金額を把握
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47 大塚（2017）では，わが国の地方自治体特有の「ローカル」の要素と IPSAS のような「グローバル」な要
素を組み合わせて検討すべきであることを詳細に検討されている。
されることによって債務管理に資する情報が把握できるようになる。財政の効率化・適正化に向け
たデータが整いつつある状況である。このため，どのように財政の効率化・適正化につなげていく
のかという視点は，地方自治の本旨に則って，各地方公共団体がそれぞれの工夫改善によって作り
上げていくべきものであり，統一的な基準に基づく公会計情報をどのように財政の適正化・効率化
に活用していくかは今後の重点課題とすべき問題である。
．結びにかえて
地方公共団体（アメリカでは州）の先駆的な研究成果である GASB 概念書第 1 号と近年のグロー
バル化の中で整備された IPSASB の概念 FW を視座にして，わが国の統一的な基準における財務
報告の目的について，検討した。地方公共団体の財務報告の目的で，共通点として捉えられるのは
説明責任の遂行であることを明らかにした。加えて，わが国に特有の財務報告の目的47として捉え
られるのは，わが国における地方公共団体の運営環境とそれに伴う公会計の整備の進展状況から，
資産・債務管理や財政の効率化・適正化を図るという点であることを明確にしている。
今後の課題としては，財政の効率化・適正化を図るために財務報告をどのよう活かしていくべき
かという点であり，また本稿では検討されていない。GASB 概念書第 1 号や IPSASB の概念 FW
で検討したように，財務報告の情報利用者のために用いられる情報は，例えば非財務情報も含むよ
うに非常に広範囲にわたるものである。2018年 8 月には総務省においてセグメント分析に関する
ワーキンググループが設置され，行政評価や公共施設のマネジメントに資する観点から財務書類を
用いて，事業別・施設別のセグメント分析を行う取り組みについて議論がスタートしたところであ
る。これも上述の視点からは，財務報告の目的に沿った取り組みである。また，固定資産台帳の整
備に伴って今後本格的に地方公会計を用いた固定資産の管理が推進していくものと考えられる。近
年大きな課題として認識されているインフラ長寿命化基本計画に資するような財務報告のあり方も
固定資産の評価基準の検討なども含め，検討課題であると考えている。今後の研究課題としたい。
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